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NY マーケットレポート（2019 年 12 月 2 日） 
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NY 市場レポート 
 

主要な米経済指標の結果 

11 月 ISM 製造業景況指数 48.1（予想 49.2・前回 48.3） 

11 月の米 ISM 製造業景況指数は、市場予想を下回り、前月から 0.2 ポイント低下した。製造業の景気拡

大・縮小の分岐点となる 50 は 4 ヵ月連続で下回った。生産が 49.1（前月 46.2）、仕入価格が 46.7（45.5）

と上昇したものの、新規受注は 47.2（前月 49.1）、雇用は 46.6（47.7）、在庫は 45.5（48.9）といず

れも前月から低下したことが影響した。11 月は 18 業種中 5 業種が景況拡大、13 業種が業況縮小を報告

した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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10 月建設支出（前月比） -0.8％（予想 0.3%・前回 0.5%⇒-0.3%） 

10 月の米建設支出は、市場予想に反してマイナスとなり、2 ヵ月連続のマイナスとなった。前年比では

+1.1％だった。民間の建設支出は-1.0％となり、住宅建設が-0.9％、住宅以外では-1.2％となった。連

邦政府など公共部門の建設支出は-0.2％だった。 
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米主要株価指数は続落 

米株式市場は、トランプ米大統領がブラジルとアルゼンチンから輸入する鉄鋼とアルミニウムに追加関

税を課すと表明し、貿易摩擦を懸念が高まったことで、主要株価指数は序盤から軟調な動きとなった。

更に、11 月 ISM 製造業景況指数が市場予想を下回ったことや、ロス米商務長官がトランプ大統領は対中

関税を引き上げる可能性があると発言したことも圧迫要因となった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な

動きとなり、終盤には前週末比 269 ドル安まで下落した。結局、268 ドル安で終了し、続落となった。一

方。ハイテク株中心のナスダックは、97 ポイント安で終了した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドル/円は 11/26 以来の 109 円台割れ 

NY 市場では、序盤に発表された製造業 PMI（確報値）が上方修正され、3 ヵ月連続の上昇となったことや、

米国債利回りが上昇したことも加わり、ドルは底固い動きとなった。しかし、その後に発表された 11 月

の ISM 製造業景況指数が市場予想を下回り、景気の拡大・縮小の判断基準となる 50 を 4 ヵ月連続で下回

ったことが嫌気され、米主要株価指数が下げ幅を拡大したことで、ドル円・クロス円は軟調な動きとな

った。更に、ロス米商務長官が 12/15 までに米中通商協議の第 1 段階の合意に達しなければ、トランプ

大統領は対中関税を引き上げるだろうと発言したこともドルの圧迫要因となった。その後、米大統領顧

問が年末までに米中は合意が可能と発言したことを受けて、値を戻す場面もあったが、中国が米国企業

など信頼できない機関リストを公表するとの報道を受けて、米中対立が意識されて再びドル円・クロス

円は上値の重い動きとなった。ドル/円は 108.93 まで下落し、11/26 以来の 109 円台割れとなった。 

 

出所：総合分析チャート 
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